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３） 大内 (1974), p. 56. 大内教授はまた，「財政上の立憲主義」(p. 55)，「財政立憲制度」(p. 55)
とも言い換えている。１９３０年の執筆当時，「民主主義」の語法が憚られた事情を考慮すべき
であろう。
４） 最近では，「財政議会主義」を貫いている研究書として大島 (2013) があり，「財政民主主
義」で通している教科書として神野 (2007) が挙げられる。
５） 小島昭 (1984), pp. 71-77.
６） 重森 (2009), pp.14-17.
７） 林 (1992), pp. 74-75, 102-117; 手島 (1975), pp. 580-585; 石森 (2011), pp. 32-34; 渡瀬 (2012),
pp. 7-9.



























９） E. L. ノーマントンの『政府のアカウンタビリティと会計検査』（原著１９６６年，小川幸作
・小川光吉訳，全国会計職員協会，２００５年）は，その代表的古典である。




(1989), pp. 4-7; 加藤 (1999), p. 116; 大島 (2013), pp. 41-42, 185-187）。

























１３） 清宮 (1979), p. 259; 手島 (1975), pp. 585-593; 中村 (1994), pp. 10-11; 石森 (2011), pp. 34-43;
渡瀬 (2012), pp. 15-16, 253.
１４） 渡瀬 (2012), pp. 8-9; 横田 (2012), pp. 69-73.
１５） 近年，大なり小なりアメリカのインパクトを受けた各国で予算編成における「議会積極主
義」(legislative activism) が広がりを見せている。筆者は A. シックと異なり，その動向を肯
定的に評価する立場から日本財政学会第６９回大会（２０１２年１０月）において報告を行った
（Schick (2002), p. 16; Posner and Park (2007), pp. 82-99参照）。























１８） Schick (2000), pp. 32-34, 175, 177, 181, 189-190, 216-217, 229, 235-236; 田中治 (1997), pp. 3-
34; Dauster (2008), pp. 6, 24-25; 渡瀬 (2012), p. 12.
図表３―１ アメリカ議会の委員会構成
議会上下両院には以下の４種の常任委員会がある。
① 歳出予算法による予算配分を担う歳出委員会 (Appropriations Committee)
② 予算決議を所管する予算委員会 (Budget Committee)
③ 政府事業・機関の設立根拠となる授権法を管轄する各授権委員会 (authorizing committees)
――たとえば軍事委員会，金融サービス（銀行）委員会，行政監視・政府改革（政府問題）
委員会，司法委員会など（カッコ内は上院での略称）
④ 税法などの歳入，社会保障等を広く扱う下院歳入委員会 (House Ways and Means Commit-









とりわけ合同租税委員会 (Joint Committee on Taxation, JCT) は議会予算局 (Congres-





１９） GAO は原則すべての政府機関を監査するが，CIA はその対象外である。なお，FBI（連
邦捜査局），FRS（連邦準備制度），ESF（為替安定化基金）は監査対象ではあるものの，そ
の範囲が限られている（渡瀬 (2012), pp. 11, 103）。


































オフ・バジェット エンタイトルメント 老齢・遺族・傷害保険 (OASDI)
裁量的支出 郵便事業















































Act of 1921, P.L.67-13, 以下「１９２１年法」）と，１９７４年議会予算・執行留保規制法



















































している。２００４年の改称（Government Accountability Office へ）は，このような業務の展開
を反映したものである（同第１章参照）。
２５） Mosher (1984), pp. 26-27; 渡瀬 (2012), p. 74.
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第三点目は，CBO と OMB との関係である。OMB は大統領府最大のスタッ
フ組織として予算の準備作業はもちろん，連邦予算管理の統括や経済・財政情
勢の分析などを行い，年次経済報告を作成する経済諮問委員会 (Council of Eco-
nomic Advisers, CEA)，租税政策・国債管理を司る財務省とともに「トロイカ」
を形成する。議会付属の CBO は客観的かつ非党派的な専門機関として，OMB


































２９） このようにカッコをつけるのは，予算の「統合調整」を意味する coordination と reconcili-
ation とを区別するためである。なお，河音教授は「リコンシリェーション」として原語を




(CBO (2013), pp. 10, 12-13)。
３１） 上院民主党の重鎮，R. バード議員の発案により，１９９０年に恒久措置とされた上院規則で















1980.12.05 Omnibus Reconciliation Act of 1980 P.L.96-499 1981
1981.08.13 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1981 (OBRA81) P.L.97-35 1982-84
1982.09.03 Tax Equity and Fiscal Responsibility Act of 1982 (TEFRA) P.L.97-248 1983-85
1982.09.08 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1982 P.L.97-253 1983-85
1984.04.18 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1983 P.L.98-270 1984-87
1986.04.07 Consolidated Omnibus Budget Reconciliation Act of 1985 P.L.99-272 1986-88
1986.10.21 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1986 P.L.99-509 1987-89
1987.12.22 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1987 P.L.100-203 1988-90
1989.12.19 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1989 P.L.101-239 1990-91
1990.11.05 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1990 (OBRA90) P.L.101-508 1991-95
1993.08.10 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1993 (OBRA93) P.L.103-66 1994-98
1996.08.22 Personal Responsibility and Work Opportunity
Reconciliation Act of 1996 (PRWORA)
P.L.104-193 1997-2002
1997.08.05 Balanced Budget Act of 1997 (BBA97) P.L.105-33 1998-2002
1997.08.05 Taxpayer Relief Act of 1997 (TRA97) P.L.105-34 1998-2002
2001.06.07 Economic Growth and Tax Relief Reconciliation Act of
2001 (EGTRRA)
P.L.107-16 2001-11
2003.05.28 Jobs and Growth Tax Relief Reconciliation Act of 2003
(JGTRRA)
P.L.108-27 2003-13
2006.02.08 Deficit Reduction Act of 2005 P.L.109-171 2006-10
2006.05.17 Tax Increase Prevention and Reconciliation Act of 2005 P.L.109-222 2006-10
2007.09.27 College Cost Reduction and Access Act of 2007 P.L.110-84 2007-12
2010.03.30 Health Care and Education Reconciliation Act of 2010 P.L.111-152 2010-14






































所管小委員会 件数 金額（％） 所管小委員会 件数 金額（％） 所管小委員会 件数 金額（％）
農務・食品医薬
品 ６２９ ５５９（３．５）
農 務・農 村 開
発・食品医薬品 ６８９ ５０５（３．０）



































































― 国土安全保障 ２１ ２３２（０．７） 国土安全保障 １３１ ４２４（１．１）
合計 １０，６３１ 合計 １３，０１２ 合計 １２，８１０
（出典） CRS Appropriations Team (2006a); (2006b); (2008); 渡瀬 (2012), pp. 188-189.
































図書館に置かれた後述の議会調査局 (Congressional Research Service, CRS) は毎年
の歳出予算法の詳細な分析と併せ，イヤマークについても継続的な調査を重ね
ている。また，民間の NPO である「政府の浪費に反対する市民連合 (Citizens










３６） 渡瀬 (2012), p. 46. A. シックは，イヤマークについては民主・共和両党が同罪であると
指弾している (Schick (2007), p. 248)。
３７） イヤマーク獲得に暗躍するロビイストと資金還流の実態については，軽部 (2009) 第３章
参照。
３８） 石村 (2011), pp. 141-148.
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る。実は議会にはもう一つ，１９７２年に設立された技術評価局 (Office of Technol-









３９） 渡瀬 (2012), pp. 95, 178-179.
４０） 同上，pp. 150-164.
図表３―６ 議会調査機関比較















長の任命権者 大統領（上院の承認） 議会図書館長 下院議長
上院議長代行










最優先の奉仕先 各委員会委員長 各議員・委員会 予算委員会





















































アルゼンチン 大統領制 ０ ２ １ ０ １ ４ ５０．０
オーストラリア ウェストミンスター型 ０ １ ０ ０ ０ １ ２２．２
オーストリア 半大統領制 ０ ３ １ ０ ２ ６ ５５．６
ベルギー 非ウェストミンスター型 ０ ３ １ ０ ０ ４ ４７．２
ボリビア 大統領制 ０ ３ １ ０ １ ５ ３８．９
カナダ ウェストミンスター型 ０ ０ ０ １ ０ １ ２６．４
デンマーク 非ウェストミンスター型 ０ ３ １ ０ １ ５ ５５．６
フィンランド 半大統領制 ０ ３ １ ０ ２ ６ ３８．９
フランス 半大統領制 ０ ２ １ ０ １ ４ １９．４
ドイツ 議院内閣制 ０ ３ １ ０ ０ ４ ５２．８
ギリシャ 半大統領制 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １９．４
ハンガリー 半大統領制 ０ ３ １ ０ ２ ６ ６６．７
アイスランド 議院内閣制 ０ ３ １ ０ ２ ６ ３８．９
インドネシア 大統領制 ０ ２ ２ １ １ ６ ５４．２
アイルランド 半大統領制 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １６．７
イタリア 議院内閣制 ２ ３ １ ０ １ ７ ３３．３
日本 非ウェストミンスター型 ０ ３ １ １ ２ ７ ５２．８
韓国 半大統領制 ０ ０ １ ２ １ ４ ４５．８
メキシコ 大統領制 ０ １ ０ ２ ０ ３ ５１．４
オランダ 非ウェストミンスター型 ０ ３ １ １ １ ６ ５９．７
ニュージーランド ウェストミンスター型 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２７．８
ノルウェイ 非ウェストミンスター型 ０ ３ １ ０ ２ ６ ６１．１
ポルトガル 半大統領制 １ ３ １ ０ ０ ５ ３８．９
スペイン 非ウェストミンスター型 ０ １ １ ０ １ ３ ４１．７
スウェーデン 非ウェストミンスター型 １ ３ １ １ ２ ９ ６５．３
トルコ 非ウェストミンスター型 ０ １ １ ０ １ ３ ３８．９
イギリス ウェストミンスター型 ０ ０ ０ ０ １ １ ２２．２
アメリカ 大統領制 １ ３ ２ ２ ２ １０ ８８．９
（出典） Lienert (2005), pp. 22-23; Wehner (2006), pp. 773-781.
（注１） 統治形態上，日本は非ウェストミンスター型に分類されているが，象徴天皇制は立憲君主制とは異なるので，正確には独・伊と
同じく議院内閣制とすべきであろう。ちなみに，リーネルト氏は，選挙制度，政党システム，法的枠組み，各国固有の慣行などの






































































１９６９ １８６．９ １８３．６ ３．２ ― ３６５．８
１９７１ １８７．１ ２１０．２ ―２３．０ １０．９ ４０８．２
１９７６ ２９８．１ ３７１．８ ―７３．７ １９．８ ６２９．０
１９８１ ５９９．３ ６７８．２ ―７９．０ １１．６ ９９４．８
１９８６ ７６９．２ ９９０．４ ―２２１．２ ２２．３ ２，１２０．５
１９９１ １，０５５．０ １，３２４．２ ―２６９．２ ２０．３ ３，５９８．２
１９９３ １，１５４．３ １，４０９．４ ―２５５．１ １８．１ ４，３５１．０
１９９５ １，３５１．８ １，５１５．７ ―１６４．０ １０．８ ４，９２０．６
１９９７ １，５７９．２ １，６０１．１ ―２１．９ １．４ ５，３６９．２
１９９９ １，８２７．５ １，７０１．８ １２５．６ ― ５，６０５．５
２００１ １，９９１．１ １，８６２．８ １２８．２ ― ５，７６９．９
２００３ １，７８２．３ ２，１５９．９ ―３７７．６ １７．５ ６，７６０．０
２００５ ２，１５３．６ ２，４７２．０ ―３１８．３ １２．９ ７，９０５．３
２００７ ２，５６８．０ ２，７２８．７ ―１６０．７ ５．９ ８，９５０．７
２００９ ２，１０５．０ ３，５１７．７ ―１，４１２．７ ４０．２ １１，８７５．９
２０１０ ２，１６２．７ ３，４５７．１ ―１，２９４．４ ３７．４ １３，５２８．８
２０１１ ２，３０３．５ ３，６０３．１ ―１，２９９．６ ３６．１ １４，７６４．２
２０１２ ２，４５０．２ ３，５３７．１ ―１，０８７．０ ３０．７ １６，０５０．９
２０１３（推） ２，７１２．０ ３，６８４．９ ―９７２．９ ２６．４ １７，２４９．２
（出典） OMB (2013), Historical Tables: Budget of the U.S.Government, FY2014.
（注） 国債残高は，法定限度対象額も非対象額も含んだ総額である。なお，財政赤字は２００９年度において















４６） CBO (2013), pp. 2, 7, 11.











２００１ ３，２９６ ２，４３７ ５，７３３ ５，９５０ １９９７．０８．０５
２００２ ３，５１７ ２，６４４ ６，１６１ ６，４００ ２００２．０６．２８
２００３ ３，８９１ ２，８４７ ６，７３８ ７，３８４ ２００３．０５．２７
２００４ ４，２７７ ３，０５７ ７，３３３ 同上 同上
２００５ ４，５７０ ３，３０１ ７，８７１ ８，１８４ ２００４．１１．１９
２００６ ４，８２９ ３，６２２ ８，４２０ ８，９６５ ２００６．０３．２０
２００７ ５，０１８ ３，９０４ ８，９２１ ９，８１５ ２００７．０９．２９
２００８ ５，７８０ ４，１８０ ９，９６０ １０，６１５ ２００８．０７．３０
２００９ ７，５２８ ４，３２５ １１，８５３ １２，１０４ ２００９．０２．１７
２０１０ ９，００１ ４，５１０ １３，５１１ １４，２９４ ２０１０．０２．１２
２０１１ １０，１０７ ４，６３９ １４，７４７ １５，１９４ ２０１１．０８．０２
２０１２ １１，２５１ ４，７７６ １６，０２７ １６，３９４ ２０１２．０１．３０










設定される国債残高上限額のことである。また民間等保有分 (Held by the Public)
とは，連邦政府以外が保有者ということであり，その中には個人，法人，地方
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